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日ow]apaneseenterprises see the ]apanese students who studied at universities in Asia， 
in comparison with those who studied in the US and Europe 
大西好宜(国際連合大学・留学生支援プログラム)
Yoshinobu ONISHI (Financial Assistance Programme， United Nations University) 
嬰 旨
飽和状態にある欧米への留学希望者に比べ、日本からアジア諮問への留学は中国を中心として今後の
成長性が大きく見込まれる。本調査では、日本人の官学やアジアの大学に関する先行研究を参考に、欧
米留学級との比較の観点から、企業は日本人のアジア留学組をどう評佃iしているかを明らかにする。
調査結果によれば、欧米留学経験者に比べ、アジア留学経験者を採用する本邦企業は製造業・非製造
業共にまだ少なく、採用人数自体も少ない。その背景には、欧米の大学の自然科学分野に比べアジアの
大学のそれへの評価が低いことがある。
また、欧米留学経験者には向上心やコミュニケーション能力、交渉力などの一般的な能力が期待され
るのに比べ、アジア留学経験者には語学など現地出有の事象に関わるものが求められている。また、能
力や資質という点では、欧米留学経験者とアジア留学経験者との間に決定的な差異を認める企業は皆無
である。
[キーワード:日本人留学生、アジア、中間、就職、採用]
Summary 
More and more ]apanese will go to Asia to study， especially to China， while there will b巴nobig change to the 
number of ]apanese who go to the US and Europe to study. Based on a review of the existing literature， regard-
ing Asian universities and studying there， this res巴archclarifies how]apanese enterprises see the ]apanese stu-
d巴ntswho studied at universities in Asia， compared to those who studied in the US and Europe. 
According to the research result， much less ]apanese enterprises hire fewer ]apanese who studied at Asian 
universities than those who studied in the US and Europe. That is because ]apanese enterprises find less value 
in natural science faculties of Asian universities than those in the US and Europe. 
]apanese enterprises appreciated general characteristics such as ambition and communication/negotiation 
skils for those who studied in the US and Europe more than those who studied in Asia. On the other hand， 
these enterprises appreciated something local such as language skills and traditional knowledge for those who 
studied in Asia more than those who studied in the US and Europe. However， no enterprises found large differ-
ences between the two， interms of their capabilities and talent. 
[Key words : ]apanese students studying abroad， Asia， China， getting employed， recruitmentJ 
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し問題の所症と本稿の目的
1.開題の所在
日本国内で評価のほぼ閉まっている欧米官学経験者に
比べ、近年、中国や韓国を中心に増加しているアジア諮
問 1への日本人留学生については情報自体が少ない。帰
国後の評価も定まっておらず、統計を含め関連する調
査・研究も皆無に等しい。
しかしながら、飽和状態にある欧米への留学希望者に
比べ、中閣を中心とするアジア諸留への皆学は今後の成
長性が大きく見込まれる分野であり、留学を指導する大
学職員にとっても、また当の学生にとってもタイムリー
な情報提供や調査の充実が今こそ望まれているのではな
かろうか。
このような問題意識を土台として、祭者は数年前、自
らのタイ留学経験を踏まえ IB本と ASEANの未来jと
いう論文を執筆した(大商、 2004)。そこで筆者は、も
っと多くの日本人の若者がアジアの大学へ留学してほし
いということ、それにしてはB本に情報が少なすぎるこ
と、また、アジアの大学も日本人留学生を招くために本
腰を入れていないこと、などを訴えた。その論文自体は
幸いにもある一定の評価を得たものの、情報不足は相変
わらず解消されない。
2.本稿の目的
そこで筆者は、1)欧米留学との比較 2、そして、 2) 
企業の視点・評価、の2点を土台として、 2006年秋、郵
送によるアンケート調査を行った。多くの学生にとって、
留学は良くも悪くも就職のための通過点であり、企業が
それを評価してくれることこそがアジア官学の今後を占
う上で大事だと考えたのである。本稿では以下の 2点を
目的として、その調査結果を紹介したい。
(1)アジアの大学や日本人の留学に関する先行研究を
レビュー・整理する。
(2)欧米留学組との比較の観点から、企業は日本人の
アジア留学級をどう評価しているかを明らかにす
る。
なお蛇足であるが、筆者自身はアジア(タイ)と欧米
(アメリカ)双方で留学を経験しており、どちらにも正
の側面と負の側面があると感じている O したがって、ど
ちらがより好ましい留学先かなどという短絡な価値判断
はしないし、いわんやどちらか一方を敵視したり、或い
は理想、として描いたりするものでもない。この点、予め
お断りしておく。
H.先行研究
1.アジアの大学に関する先行研究
80年代後半のアルトパックによる研究(日本語版は馬
越、 1994)をその嘱矢として、アジアの大学や高等教育
に関する研究は、質的にも量的にも、実はもう卜分なさ
れていると言っても良い。少なくとも、日本語における
この種の文献は、質量共に歌米の大学研究に関するそれ
を凌駕せんばかりの勢いである。
例えば、北京大学や清華大学、シンガポール大学など、
個別の大学について論じたもの(沖閣、 1993 池田、
2001 工藤、 2003;紺野、 2006)、中国やベトナム、韓
国などといったある特定の国の大学について論じたもの
(大塚、 1998;大塚、 2001 佐藤、 2001 杉本、 2006)、
或いはいわゆる従属理論的見地からアジアの大学に見る
西欧の大学的特質の優位性を説いたもの(鳥越・大塚、
1993)。さらには、ある国の高等教育の成り立ちを摩史
的な視点から紐解いたもの(馬越、 1995、大塚、 1996)、
アジア各簡における大学の現在の様子を報告したもの
(大西、 2006;加藤、 2006)など、内容は実にバラエテ
イに富む。
それらの研究を総合すると、アジアの高等教脊に関し
て次の2つの傾向が見て取れる。ひとつは、制度の面で
アジアの旗艦大学は日本の大学と f対等jどころか、そ
れ以上に素早くダイナミックな動きを見せ始めていると
いうことだ。例えば、中閣で 1996年に本格化した 1211
工程」と呼ばれる重点大学育成策、シンガポールやマレ
ーシアで盛んになって来た海外の一流大学との提携プロ
グラムは広く紹介されている例である。また、わが閣に
おける昌立大学法人化の実施、或いは株式会社立大学の
設置認可以前に、マレーシアやシンガポール、或いはタ
イなどで向様の試みがなされていたことも特筆すべきで
ある o
他方、もうひとつの傾向として、研究や教育といった
内容の商では立ち遅れが呂立つことが挙げられよう。近
年アジアの大学は中国を中心に(特に自然科学分野にお
ける)研究冨の充実を急いで来た九ところが、この分
野では設備の拡充や人材の早期育成、産業界の重層的な
支援など実に様々な条件が必要であり、アジアの多くの
国ではまだこの点が日本以上に整備されているとは
がたい。したがって、特に自然科学分野の研究開でアジ
アの大学は日本のぞれの後藤を拝しがちである。
さらに教育という点でも、大塚(1998)によるベトナ
ムの大学のレポートが語るように、アジアの大学の多く
は、たとえ旗艦大学といえども未だに暗記・詰め込み型
が中心であり、創造的なアイデアや研究が生まれにくい
という土撲を持つ。東京大学教授・米蹟の次の発言が、
これらの事実を最も的確に表現している。
- 10一
例え (;f、チュラーロシコン f原文ママj大学で、先端
的研究をやろうと Lてる、ぞれを支えるすぞ野や基礎研
究;dftだ整僻されていと公い。チュラ-0ンコンの中でー
寄進んでいる分野の一つは北学だと，i$!うんですがえ閣僚
的安レフソー制ジャーナノレに、熔土議文~書いて通った
教員はほんとんど f原文ママjいないわけです。ぞうい
う状況の6とで高度北、高度fとと吉って6、やっぱりむ
と'tL-いのであって、める在度の時閣をかけて、すそ野か
ら教す基盤をつぐっていぐというプロセスが必、要とゃな
いかと忠います。ですから数字のよで進学卒11非常によ
がったけれどる、中身のほうがぞれについてさでい企い
というのが、訟の印象ですo
これらの点から、第 lの制度閣はともかく、大学本来
の使命である教育や研究という点では、アジアの大学の
多くは金子 (2001)の雷う「発展途上大学」であり、今
のところ、特に自然科学分野においては日本の大学がま
だ比較優位を保っていると思われる。
2.アジア留学の実態とそれに関する先行研究
しかし、たとえアジアの大学が上記の程度に未成熟な
状況にあっても、日本人のアジア留学は急激に拡大して
いる。 2003年における文部科学省統計によれば、アジア
への臼本人留学生数は 16，028人で、北米への 42，295人
に次いでおり、欧州への 12.151人を既に上田っている。
留学生数の伸びは言うに及ばず、その内容についても、
中国やインドへの MBA留学という新たな傾向が報告さ
れている(岡本、 2005)。よって本項では、これらの事
を取り巻く背景について、1)アジア各国における留
学生受け入れ策:プル要因として、 2)わが闇政府と個
別大学:プッシュ要因として、という 2つの視点からま
とめてみたい。
(1)アジア各国における留学生受け入れ策:ブル要国と
して
まず、アジア各国政府の立場については、外務省人物
交流室 (2004)が主要各国の留学生受け入れ策を紹介し
ている。例えば、中間にとっての留学生受け入れはいわ
ば簡策であり、「規模の拡大、レベルアップ、質の保証、
規範の管理Jがその課題となっている。特に「規模の拡
大jについては、 20昨年・に留学生受け入れ総数 12万人
という目標があるC 同様に韓国は 2010年までに 5万人、
台湾も 2010年までに留学生数倍増(15，000人)を目指
す。シンガポールやマレーシアは数値巨襟の明雷こそな
いものの、相次ぐ欧米の一流大学との提携プログラムで、
より多くの留学生の獲得を活指している O いずれの国に
おいても、日本人留学生の獲得は重要なテーマだ。
但し、その具体的な方策としては、中国や韓国のよう
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に政府支給による奨学金を拡充するという方策もあるも
のの、今のところは各個別大学の方策に任されている部
分が大きい。{列えばその成功例として、前記のシンカ、、ポ
ールの場合には、シンガポール国立大学やナンヤン工科
大学という 2大畠立大学が中心となり、米・マサチュー
セッツ工科大学やわが屈の早稲田大学などと留学生獲得
のための提携プログラムを実施している。そして政府は、
従来存在していた大学ごとの留学生割り当て枠を撤廃す
るなど、側関支援に徹している。
美1¥(2006)の韓関に関する報告は、留学生獲得策の失
敗例である。 2006年、ソウル大学は特別外国人留学生受
け入れプログラムを実施したものの、「国費奨学金以上
の好条件」にも関わらず、募集人員 63人のところ応募
は20人に留まったという。
日本人のアジア留学促進に関するプル要国として、今
最もダイナミックな動きをしているのは中間の各大学で
あろう。日本をはじめとする各国の大学と、相互の提携
関係を強力に推し進めている。日本の大学がこれに呼応
することで、様々な交換留学プログラムが共間開発され
ており、この点で日本の各大学から見てプッシュ要国と
もなっている O
(2)わが国政府と儒部大学:プッシュ要因として
日本人のアジア留学促進をプッシュする要因として、
ここでは政府と各個別大学という 2つの主体を考えてみ
たい。まず、わが閣の留学生派遣策としては、 2003年
12月16日付で中央教育審議会から日本政府に答申され
た「新たな留学生政策の展開~留学生交流の拡大と質の
向上を目指して~J がある。この答申では「アジア太平
洋大学交流機構 (UMAP)が開発した UMAP単位互換方
式 (UCTS)の活用が有効Jと、日本人のアジア留学促
進を示唆している笛所もあり注目される。ところが一方
で、 f短期留学の推進に当たっては、(中略)アジア等へ
の派遣、欧米等からの受入れを推進するなど、交流の地
域の均衡に留意していく必要があるJとも述べられてい
るため少し混乱する。
「均衡が取れていないJので「交流の地域の均衡に留
意jする、というのはもちろん悪いことではない。しか
しながら、その手段として短期留学の推進を活用する、
というのは議論のあるところであろう。確かに短期留学
ならより多くの人の参加が期待出来るため、数は稼げる
であろう。そしてその(数合わせの)結果として、欧米
とアジアの差は少しは縮小するC さらに、将来のより長
期の留学につながるようなきっかけ作りとしては、ごく
短期の留学にも意味はあるであろう。実際、政府以外の
もうひとつの主体としての日本の各大学が実施している
アジアへの留学促進策も、ごく短期の留学を意図したも
のが多い。 南山大学の短期アジアプログラム(服部、
2001)などはその例であり、実態としてこれらのプログ
ラムが日本人のアジア留学を促進する大きなプッシュ要
因となっていることは確かに否定出来ない。
けれども、アジアへは長期留学でなく短期留学を奨励、
という誤ったメッセージを政府が発することになれば、
それはそれで問題であろう。最近では、早稲田大学のシ
ンガポールでのダブルデイグリー・プログラム(高橋、
2005)、神戸大学のサンドイツチ・プログラム 6など、よ
り長期の本格的な留学を企図する試みも幾っか生まれて
来ているので、なお一層、捜期留学中心で行くという方
針には違和感を禁じ得ない。
実のところ、短期留学ではどうしても語学学習が中心
とならざるを得ず、その点、同じ 2003年 12月16日付
中央教育審議会答申で「アジアにおいても世界トップク
ラスを目指す高等教育機関が出現Jしたと、その教育・
研究面を賞賛している事実との間に少なからぬ矛盾や離
磁を生じている。ただそれでも、将来の本格的アジア留
学拡大に向けた過渡的な施策のひとつ、或いはきっかけ
作りとして、過渡期である今は短期留学中心の方策をひ
とまず受け入れる、という選択は可能かもしれない。
しかしそれにしても、短期・長期というのは何ら本質
的な事柄ではない。この意味で前記の答申がもっと問題
なのは、卑近な数合わせの論理からのみアジア留学促進
の必要性が論じられていることで、アジア留学が持つ本
来の意義や本質的な価値という側面からではないことで
あろう。そこには政府としての哲学や理念のようなもの
が一切境問見えない。
その点、わが国の各個別大学の理念や方策の方が、か
えってアジア留学の意義や本質をより的確に捉えており
非常に示唆に富む。本項でそれら全てを紹介することは
出来ないが、全体をより大局的に理解しようとすれば、
仲上 (2001)の言う 4つの意義と三上 (2005)の主張す
る3つの意義を対比するのが良い。
まず仲上は、日本人のアジア留学に関して、1)アジ
ア地域の発展にとっての意義、 2)留学する学生にとっ
ての意義、 3)企業などの各団体にとっての意義、そし
て4) (日本の)大学にとっての意義、という 4つの
義を提起する。中でも、 B本人留学生が、既に臼本は全
ての面でアジアのトップではないという現実を理解し、
アジアから学ぶという姿勢を身に付けることが出来る、
という示唆は貴重である。
これに対して三上は、工学専門家の立場から、大学卒
業後「アジアの技術者との密接な共同作業にJ携わるで
あろう工学部生には、学生時代にアジアを肌で知った経
験が将来必ず役に立っと言う。また、「科学技術で日本
がリーダーシップをとる上で、学生が途上関の実際の問
題に現場で接することJの効用をも説く。そしてさらに、
「アジア地域における地域経済統合の進展と B本の国際
貢献にとってj日本人のアジア哲学の効用は大きいと;
張する。
両者共に、人や地域の交流或いは共同作業、経験の2
有といった点で共通点を持つ。重要なのは両者の棺違J
である。仲上は、アジアには既にB本より進んでいる1
分があるので、そこから学べと唱える。これに対して;
上は、遅れている途上国の現状を体で味わえ、と雷う
つまり、進んでいる点、遅れている点、その双方から!
本人は共に学ぶことが大事だ、というのが両者の主張』
関する筆者流の解釈である。
このように、一見相対立するような意見が提起されJ
のは、しばしば「混沌」とさえ表現されるアジアのダ，
ナミックさゆえであり、まさにそこにこそアジア留学4
本質的な意義が揺されているように筆者には思える。
m.調査の方法論
前章でみてきたように、アジアの大学に関する研究l
比較的豊富であり、 a本人のアジア留学についても部う
的なデータは撤っている。しかし、アジア留学を終え7
日本人を、本邦企業はどのように評価しているのかとL
う視点でなされた研究はない。
1.企業アンケ…ト
そこで本調査では、わが国の代表的な企業が、日本ノ
のアジア留学経験者を採用するに際し、その前後でどじ
ょうな評価を下しているかについて、欧米留学経験者l
対する評価と比較しながら明らかにする。具体的な内2
は以下の通りである。
(1)調査対象
一般に、東京証券取引所 1部上場企業約 1，679t 
(2006年春の「会社四季報jによる)は、内外で広くオ
が国を代表する企業群と認定されている。本調査では在
収率が低いことを予め想定し、これら当該企業全てに7
ンケートを送付する。アンケート送付に当たっては当主
企業の海外進出の有無やその程度は一切考慮しない。
(2)調査方法
郵送式アンケート(回収率を見ながら適宜督促を実施
による。
(3)質問内容
日本人アジア留学経験者をどのくらい採用してい之
か、どのような専攻分野を重視するか、採用後の評価じ
どうか、など質的データと量的データの双方を網羅するt
具体的な質問項目は巻末資料を参照されたい。
なお、留学期間の長鐙については企業アンケート時ド
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は特に明示しない。企業が社員の留学期間まで把握して
いるとは考えにくいからである。したがって、理論上は
数週間程度の語学留学から、 4年におよぶ正規の学士課
程への在籍まで、企業アンケート調査は含むこととなる。
ただ現実には、数逓間程度の観光を留学と申告する者が
特に多いとは思われないので、この点に関しては無視し
でも問題ないと判断する。
(4)アンケート調査結果の分析方法
通常用いられる単純集計、クロス集計の他、適宜統計
学的手法を利用する。
N.調査結果
1.自答のあった企業の属性
(1)業種
最終的に、東京証券取引所l部上場企業89社から回
答が寄せられた。ここではそのうち、回答抱杏及び回答
不能通告各 1社を除いた、計87校を有効回答とした。
業種ごとに多いものからまとめると、以下のようにな
る。
この業種分類は東洋経済新報社刊「会社四季報 2006 
年1集Jに基づく。位し、そこでは製造業がかなり細分
化されすぎているきらいがあるので、関連のあるものを
統合し、百分率で表したものが以下の円グラフである。
様々な業種から、ほほ満適なく回答を得たことがわかる。
さらに製造業 7と非製造業という大まかな括りで分類し
てみると、前者が44社、後者が43社となり、ほほ半々
であることカfわかった。
(2)規模
次に従業員数 8で見た回答企業の規模であるが、全国
答企業の平均は3，094人であった。但し、下は42人、上
は46，830人と従業員数については各社のばらつきが大き
企業が評価する日本人のアジア留学:欧米留学との比較から
表l 回答企業の業種(企業数)
業種 千土数
小売業 16 
電気機器 11 
機械 10 
卸売業 8 
総送用機器 7 
情報・通信 6 
その他製品 4 
建設 4 
化学 3 
サー ピス 3 
金属製品 2 
医薬品 2 
陸運 2 
繊維製品 2 
倉庫・選総 1 
ゴム製品 1 
不動産 1 
ガラス・土石製品 1 
精密機械 1 
銀行 1 
その他金融 1 
合計 87 
く、このような場合の平均値 (Mean) には余り意味が
ない。
そこで、中位数 (Median)を計算してみたところ 1，167
人となり、およそこのあたりが平均的な企業像を表して
いるものと思う。実際、自答企業の中では従業員 1，000
人以下という企業が39社 (4.83%) 9と最も多くなって
おり、次に多いのが従業員 1，000人超3，000人までの企
業で26社 (29.89%)である。円グラフで表すと以下の
11.49% 関電気機器
磁機械
口事議送用機器
ロその他製造業
|慾小売業
8.05% 滋釘J:l官業
E題情報・通信
ロその他非製造業
阪1 回答企業の業種(百分率)
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6 
7 39 
図2 回答食業の規模(企業数)
ようになる。
以下が企業を対象とした調査の結果である。
2.アジア罷学経験者の採用の現状
(1)アジア宮学経験者の採用に積極的な食業
欧米留学組を積極的に採用していると閉答した企業
は、有効回答総数87社中 22社、アジア留学組のそれは
13社である。採用を検討中のものを含めると、敗米留学
は39社、アジア留学は 35社となり差が縮小する。
表2 企業の留学生採用に関するクロス集計
アジアflJ学
飲米留学 実施済 予定なし 検討中
実施済 13 3 6 22 
予定なし 。 45 3 48 
才食言す仁和 。 4 13 17 
計 13 52 22 
上の表2を見ると、アジア留学経験者の積極採用を実
施していると回答した企業 13社は、全て例外なく散米
留学経験者も積極的に採用していることがわかる。この
ことから、アジア留学経験者を現に採用している企業は、
欧米留学経験者の採用で既に実績のある企業が多いとい
うことは言えそうである O
しかし、現に実施はしていないものの検討中と答えた
企業まで含めると、いささか様相は違ってくる。表で見
るように、欧米留学経験者の採用を実施している企業22
杜のうち、アジア留学経験者の採用について実施済また
は検討中と回答したのは全部で 19杜 (86.4%) JOであ
る。
その一方で、欧米留学組の採用について予定なしまた
は検討中と回答した残る 65社の中でも、アジア留学
の採用は検討しているというところが 16社 (24.691 
ある。両者ー (22社中 19杜と 65社中 16社)の統計的
有意差を二項分布の正規近似法により比較してみたと
ろ、過誤率 1%でρ備は限りなくゼロに近い。したが
て、アジア留学組に対する採用実施状況に関し、欧米
学級の採用に積板的な企業群 19社とそうでない企業
65社の間には明らかな差がある。これは事実である。
しかし、たとえ後者の企業群がアジア留学級の採用
関して比較的冷淡であるとしても、関心は全くゼ、ロで
ない。率としては低いものの、欧米留学組の採用実績
ない企業の中でさえ、アジア留学総に熱い視線を注ぐ
業は存在する。今後の企業の採用動向を占う意味で1
この事実は注呂されてよい。
因みに、欧米留学経験者を採用(または採用を検E
しているか否か、製造業か非製造業か、企業規模は捉
員 1，000人以下、 1，001人から 3，000人、或いはそれw
か、という指標を使った重回帰分析では、回帰式が主j
のように得られた。 yはアジア留学経験者を採用して
る企業群、 XJは欧米留学経験者を採用している企業1
X2は製造業であること、めは従業員が 1，001人からお
人の大企業であること、んは従業員が3，001人以上広
企業であること、をそれぞれ表す。
従って、回帰式は以下のようになる。
y = -0.62999 + 1.649033xJ -0.19339x2-0.45545x3-0.2796 
この式で見る通り、ある企業がアジア留学経験者を拐
することに唯一プラスに働いているのは、その企業カ
米留学経験者を採用していること、という要因であ
このことは上の表2で見られた事実とも符合する。日
表3 !童図帰分析による関係係数
係数 標準誤差 t P-fI直 下限95% 上限95%
切片 0ー.62999 0.121822 命5.17136 1.61E-06 0ー.87233 伊 0.38764
X1痘1 1.649033 0.13903 11.86098 1.79E-19 1.372457 1.925608 
x1直2 時 0.19339 0.135038 -1.43215 0.155902 匂 0.46203 0.075239 
X1直3 -0.45545 0.158036 件2.88194 0.005044 命0.76983 -0.14107 
X 1直4 血0.27965 0.16417 1ー.70341 0.092279 0ー.60624 0.046937 I 
- 14-
企業が評備する日本人のアジア留学:欧米留学との比較から
表4 寄与率の回帰統計会
E童相関係数 0.797641 
寄与率 0.636231 
自邸度調整i斉み寄与ヰヨ 0.618486 
残差の梼;殺偏差 0.609273 
続iftlJ数 87 
表5 A立回帰分析の相関行列
X 1度1 X1直2
X1直1 1 0.243893 
X1痘2 0.243893 1 
X 値 3 0.168884 0ー.0075
X 1i直4 0.060508 -0.00669 
Y依 0.768765 0.107779 
に、本回帰式における寄与家の回帰統計は以下の表4、
相関行列は表5の通りである。
本調査で得られた指標の組み合わせの中では、上記回
帰式の自由度調整済み寄与率が最も高くなる。その意味
では確かに相互関係を最もよく説明し得る回帰式ではあ
るものの、自由度調整済み寄与率 0.618486は一般的に決
して高い数値とは蓄えない。
つまりこのことは、わが国の企業がアジア留学経験者
を採用するに際し、より大きな要因はおそらく他にもあ
るのではないかということを示唆している。例えば、ア
ジア各国における支社や工場の有無、アジア市場での製
品シェアの大きさなどが真っ先に考えられる O 或いは、
永野 (2004) らの調査が示唆するように、大卒文系につ
いて「新卒者にも即戦力が求められるJと考える企業か
そうでないか、というのも有力な説明変数になり得る。
いずれにしろ、今国の調査では必ずしも明らかにはなら
なかった。今後の研究課題であろう。
(2) アジア留学経験者の採用数
次に具体的な採用人数を見てみると、 2006年秋から過
去3年間、実擦に欧米留学経験者を採用した企業は全部
で48社、採用総計は新卒・中途合わせて 382人(新卒
288人、中途 94人)で、 l社 1年あたり 2.7人を採用し
ている計算だ。
これに対して、アジア留学経験者を採用したと問答し
た企業はわずか 19社、総採用人数は 3年間で 73人(新
卒47人、中途 26人)、 l社あたりの採用人数は 1年に
1.3人に皆まるO
しかしながら、確かに採用総数の比こそ約 5: 1とな
るものの、 2003年の文部科学省統計に見るように、もと
もとの日本人哲学生総数が陣地域で、3.4という現実
がある。つまり、もともとの分母が違うというのが、採
用数の差を生んでいる最大の要因である。 5 という
X 1i直3 x 1，自 4 y 1@ 
0.168884 0.060508 0.768765 
-0.0075 国0.00669 0.107779 
1 伊0.37982 句0.02354
時0.37982 1 0.008058 
0ー.02354 0.008058 1 
数値のみを必要以上に悲観すべきではない。
3.アジア留学経験者に対する企業の考え方
(l)企業が評価する留学先
w¥米ではアメリカ、アジアでは中国が、今のところ企
業の評価する留学先の圧倒的第 1位である。前者は全体
の43.48%、後者は 45.16%の支持を集めており、特に
後者は香港を加えると優に 50%を起す。
また、言語で見た場合、欧米ではアメリカ・イギリス
を含む英語簡がほぼ9割、アジアでは中国・台湾・シン
ガポールなどの中国語圏がほぼ8割という嵐に、それぞ
れ圧倒的な支持を集めていることもひとつの大きな特徴
である。
また、留学先の大学が有名か無名かについては、 9割
近くの企業が欧米に関しでもアジアに関しでも「気にし
ない」と回答してはいるものの、他の回答と照らし合わ
せると決して整合性が取れているとは言い難い。
(2)企業が評価する専攻分野
企業が評価する専攻分野として、欧米留学、アジア留
学共に最も多い回答は「特に気にしないJで、前者では
27.06 %、後者では 37.93%である。「留学総験は国を関
わず本人の積極性を判断する材料のひとつに過ぎないと
考えているJ(小売業・従業員数 200人台)という声に
代表されるように、特に何かの専門知識を期待している
わけで、はない、という企業が在倒的に多い。
以下、アジア留学と欧米留学との比較のため、アジ
ア・散米双方採用企業と、欧米のみ採用企業に分けて結
来を見てみたい。
まず、わが国の食業が散米とアジアそれぞ、れの日本人
留学生に期待するもののうち、 10%を超える項目に注目
してみよう。「特に気にしないJという項目を除けば、
欧米・アジアともに「ビジネススクールJr語学・通訳J
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表6 評備されるfS学先
欧米 アジア
}iJ員 }I買
f立 国名 企業数 割合(%) 佼 国名 企業数 割合(%)
1 アメリカ 30 43.48 1 中国 14 45.16 
2 イギリス 16 23.19 2 韓国 5 16.13 
3 オーストラリア 5 7.25 3 台湾 3 9.68 
4 フランス 4 5.80 4 香港 2 6.45 
5 カナダ 3 4.35 4 マレーシア 2 6.45 
6 ドイツ 3 4.35 6 シンガポール 1 3.23 
7 ニュージーランド O 0.00 6 ベトナム 1 3.23 
7 スペイン O 0.00 7 インド 。 0.00 
7 イタリア 。 0.00 7 タイ O 0.00 
その他 8 11.59 その他 3 9.68 
合計 69 100.00 合計 31 100.00 
表7-1 企業が評価する専攻分野(金回答企業)
欧米 アジア
専攻分野・学校形態 企業数 割合(%) 企業数 割合(%)
ビジネススクール 11 12.94 3 10.34 
ロースクール 2 2.35 1 3.45 
語学・通訳 11 12.94 6 20.69 
その他人文・社会科学 12 14.12 4 13.79 
IT/理工学系 14 16.47 3 10.34 
バイオ・化学・薬学系 6 7.06 1 3.45 
その他自然科学系 6 7.06 。 0.00 
特に気にしない 23 27.06 11 37.93 
合計 85 100.00 29 100.00 
表7-2 企業が評価する専攻分野(双方採用企業)
欧米 アジア
専攻分野・学校形態 企業数 割合(%) :lE業数 割合(%)
ピジネススクール 6 15.00 3 10.34 
ロースクール 2 5.00 1 3.45 
語学・通訳 6 15.00 6 20.69 
その他人文・社会科学 6 15.00 4 13.79 
IT/理工学系 4 10.00 3 10.34 
バイオ・化学-薬学系 2 5.00 3.45 
その他自然科学系 2 5.00 。 0.00 
特に気にしない 12 30.00 11 37.93 
合計 40 100.00 29 100.00 
「その他人文・社会科学JfIT;理工学系」の4項目が挙げ
られる点で、ほほ同じような傾向を見て取ることが出来
る。
しかしながら、欧米留学については 15%を示す項目が
つあるのに比べ、アジア留学では「語学・通訳Jとい
項目だけが20%を超え、やや突出した期待項目とな
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ているように見える。欧米留学におけるこの項目は
15 %なので、その差は5.69%である。
次に、欧米留学経験者しか採用していないという企業
に目を向けてみよう。うがった見方をすれば、これらの
企業群は、欧米官学経験者の方がアジア留学経験者より
も信頼出来、かつまた{憂位にあると考えているのかもし
れない。だとすれば、欧米留学のどのような点がアジア
留学より勝っていると考えているのか。その点、を知る上
で、これら企業の意見は貴重なデータと言える。
表7 3 企業が評価する専攻分野(欧米留学のみ採用企業)
欧米
専攻分野・学校形態 企業数 割合(%)
ビジネススクール 5 11.11 
ロ スクール O 0.00 
語学・通訳 5 11.11 
その他人文・社会科学 6 13.33 
IT/理工学系 10 22.22 
バイオ・化学・築学系 4 8.89 
その他自然科学系 4 8.89 
特に気にしない 11 24.44 
合計 45 100.00 
表でまず最も多い項Eに注目してみよう。「特に気に
しないJという項百を除けば、 rIT/理工学系」の
22.22 %という数字は他の項目を圧している。同時に、
「ノTイオ・化学・薬学系Jrその他自然科学系Jというよ
うな他の自然科学専攻も上記表7-2の欧米数値より伸
びており、自然科学全体では全体の 40%にも達する。
いわゆる先端技術の修得について、わが国の企業は欧米
留学経験者をことのほか高く評鏑し、また同時に期待し
ている、ということが手に取るようにわかる。
これに対して、表 7-2のアジア留学の向じ数値は
14 %にも満たない。日本企業は、アジアにある大学の玉虫
系学部には、その教育と研究の質に関して退大な期待を
抱いていない、ということの証左であろう日。
もうひとつ注目すべき点は、表7 3では「語学・通
訳Jの割合が表7…2の欧米数値より下がっており、ア
ジア留学数値との差が5.69%から 9.58%へとさらに開
いていることである。欧米留学に比べ、アジア留学では
まず語学への期待度が企業にとって高い、という点がこ
こでも如実に表れている C
また、本来であれば、どのような業種の企業が留学経
験者のどのような専攻を評価するのか、というような部
分まで細かく調査できれば良かったと思う。ただ、本調
査では細かな業種にグループ分けできるほどの十分なサ
ンプル数が得られていないため、そのような分析を徹底
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することは不可能であった。本調査の限界であり、また
今後の謀題であろう。
(3)企業が評価する留学生の能力・資質
企業が評価する留学生の能力・資質について、欧米留
学総とアジア留学績の双方を採用している企業群で比較
した時、両者の差は殆どない。しかし、散米留学組のみ
を掠用また採用の計画があると回答した企業群と、上記
の企業群(双方採用)とを比較した時には若干の差興が
見られる。すなわち、アジア>欧米となった上位3項目
は次の通りである。
第 1位留学した国・地域に関する知識差 10.20% 
第 2位語学力
第3位異文化への適応力
差4.71% 
差 3.44% 
皮対に、欧米留学経験者の方がアジア留学経験者より
も高く評価されたのは、以下の3項目である。
第 1位 向上心・チャレンジ精神 差 7.67% 
第2位 語学など以外の一般的コミュニケ…ション能力
6.80 % 
第 3位交渉力 1.92 % 
これらの比較から、アジア留学経験者が比較的ローカ
ルな能力を評価されたのに比べ、欧米寝学経験者はより
普通的な能力を評価されている、ということ
である O
(4)短期語学官学への評価
えそう
短期語学留学については、「大いに評価Jに3点、「少
しは評価jに2点、「余り評価せず」に I点、「会く評価
せずJには O点を与・え加重平均をとったところ、全体で
欧米への短期語学留学は1.96点、アジ、アへのそれは 2.14
点であった。
総じて、否定的な回答は少なく、たとえ短期間の語学
留学であつでもある程度は評価されているものと考えて
よい。但し、欧米留学組のみを採用していると屈答した
企業に限れば、否定的な回答は 40%を超えており、比
較的高い率となっている。これらの企業では、例えば
MBAや法曹資格者など、より専門性の高い留学経験者
も悶n寺に採用しているはずで、それらの人材との比較か
ら「英語を少しかじって来たくらいでは・.Jと考えて
いるのではないかと推察される O 企業の本音の部分であ
る。
(5)学位への評倣
学伎の有無を「気にするJと回答した企業は、欧米留
学組に対して 14.29%、アジア留学組に対しては
13.10 %に過ぎなかった。留学した地域に関わらず、企
業の学位への評価は甚だ低いと言わざるを得ない。
(6)アジア留学経験者採用の必要'性と能力への評価
最後に、欧米留学組とアジア留学組との問で、採用の
必要性と能力への評価にはどのような差があるのかを見
てみよう。企業が殴米留学経験者を採用する必要性、同
じく企業が欧米留学経験者の業務遂行能力を評価する度
合い、それぞれを仮に3点とした場合、アジア留学経験
者のそれらは一体どれほどの数値になるのだろうか。そ
れらをまとめたものが表8である。
まず、アジア留学級の採用の必要性については、全自
答企業の8割超が欧米留学組と間程度と答えている。欧
米官学組を採用する必要性より上と自答した企業と下と
回答した会業がほぼ同数になっているため、加霊平均を
とった結果は 3.05点であった。この結来、アジア留学組
の採用必要性は、欧米留学総のそれと間程度かそれより
も微かに高い必要性を企業が感じていることがわかっ
す、
，~。
しかし、加重平均で 0.05程度の差が、果たして統計的
に有意なものと雷えるかどうかについては統計学的検定
をしてみなければわからない。そこで、ノンパラメトリ
ック法のひとつ、ウィルコクスンの符号付)1l'i位検定を用
いる 120 ここでは、アジア留学組の採用必要性の方が、
欧米留学組に対するそれよりも高いか否かを調べるの
で、帰無仮説H。と対立仮説HJは以下のようになる。
帰無仮説Ho: 2つのグループでデータの中心位置は同じ
対立仮説HJ:グループB(アジア留学)の中心位置は、
グループA(欧米留学)よりも右にず、れて
いる。
2つのグループ問において差が生じるデータの数Nは
9、それらの絶対値の総和 Wは問、ウイルコクスンの符
号付 )1l'i位検定の数値表でパーセント点 (VN) は過誤率
5%、N=9の時37なので、 W孟 VN (0.05)とはならず、
帰無仮説Hoを棄却することは出来ない。したがっ
採用の必要性に関する限り、欧米留学組に対する態E
アジア留学組へのそれには統計的に有意な差があるt
ない。
一方、歌米留学経験者と比較した場合、アジア留ミ
験者の能力に対する金業の評価は、必ずしも高くな
現にアジア留学経験者を採用している企業を含めて
散米留学経験者より上と評価した企業は残念ながら]
もない。逆に f少し下Jと回答した企業が3社 J3ぁz
め、 9割以上の企業が「間程度」と答えているもの
加霊平均の結果は 2.94と、 3点を微かに割り込んて
る。
企業からは「アジア地域への留学生は知的レベル元
い印象がある。国内や欧米の大学に受からなかった/
といったイメージが出来てしまっているJ(電気機主
従業員数2，000人台)という厳しい指摘がある。も[
れが単なるイメージに過ぎないのであれば、ステレ弐
イプ的な偏見は速やかに駆逐されなければならない。
ジア留学経験者の側からのより多くの情報発信や、 J
検証可能な手法による後続の調査研究が待たれるとこ
である。
V.むすびにかえて
以上見て来たように、アジアの大学に関する研究(;
んでいるにも関わらず、そこへ官学する日本人の数K
I~一国へのそれに比べても少ない。また、わが国の毛
別大学や学生個人を中心としてアジアへの留学生委
徐々に増えて来ているものの、そこには残念ながらE
という観点はない。加えて、それら留学生の最終的ご
き受け先となる企業は、アジア留学経験者に熱い規お
注ぎつつも、現状は情報収集にもそれほど熱心ではな
様子見の観が強そうだ。
このような 3つの大きな矛盾を苧みつつ、それで4
本人のアジア留学生は年々増加の一途を辿っている。
のままで手をこまぬいていれば、無秩序なまま現実σ
がどんどん進行するだろっ。来たしてそれは、日本と
表8 アジア留学経験者採用の必要性と能力への評価
採用の必姿性 能力への評価
企業数 割合(%) 会業数 割合(96)
かなり上(5点) 2 3.45 O 0.00 
少し上(4点) 3 5.17 O 0.00 
間程度(3点) 49 84.48 45 93.75 
少し下(2点) 4 6.90 3 6.25 
かなり下(l点) O 0.00 O 0.00 
合計 58 100.00 48 100.00 
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う国にとって望ましい事態であろうか。
政策という手段で、日本人のアジア留学にある一定の
方向性や秩序をもたらすことについては、良い面・患い
面を含め様々な議論があろう。しかし少なくとも、日本
人のアジア留学の現状に関する情報発信や研究は早急に
必要だと想、われる。本稿がその小さな礎のひとつとなれ
ば、築者として、またアジア留学経験者の 1人としてこ
れ以上の幸せはない。
注
1 本格ではいわゆる策アジア、 F持及び東南アジアを主に指す
ものとし、オセアニアや中東、中央アジアは含まない。
2 欧米銭学対アジア留学という二項対立の図式ではない。欧
米留学は(良く知られているがゆえに)あくまでもものさ
しとして使うのである。
3 例えばシンガポールでは企業的大学 (entrepreneurialuni-
versity)、タイでは自治大学 (autonomousuniversity) と呼
ばれる。
4 中|認が、欧米の一流大学院へ留学した中慰人研究者に対し、
高い報酬と地位を約束することで国内への限j請を推進して
いるのは広く知られるところである。
5 財団法人静岡総合研究機械 (2005)p.210 
6 2007年3月2B付読売新聞
7 ここでの製造業とは表 1のそれよりも広義な概念であり、
その内訳は図 1の通りである。
8 2006年8月現号室
9 この中には従業員 100人以下のいわゆる小企業が4社合ま
れる。なお、厚生労働省などが通常使用する企業の規模に
よる分類は、従業員 100人以下を小企業、 101人から 1，000
人までを中企業、1，001人以上が大企業というものである。
本論ではこの定義を利用している G
10 因みに、予定なしと回答した 3社は、情報通信、精密機械
メーカ一、主意気機器メーカーで、業種としての統一性はな
し3。
1 ただひとつ不思議なのは、アジアにおいて、 IT/滋工学系へ
の留学を評価すると回答した企業が3社あったにも関わら
ず、インドへの留学経験者を評価すると答えた企業は l社
もないことである(表6)。
12 アジア留学に対する意見と欧米留学に対する意見について
は、(同一企業がペアで回答しているため)個々のデータは
独立で、なく対応がある。
13 2つのグループ閣で差があるデータが3サンプルしかない
ため、ウイルコクスンの符号付}IJif立検定では判定不能。
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質問票
1.欧米留学経験者の採用について
アメリカ・イギリスを中心とした、いわゆる欧米地域への留学経験者 (13本人)採用について伺
います。御社では、
1.中途・新卒に関わらず、欧米留学経験者を対象とした人材募集(例:海外でのリクルート活動、
就職情報誌への募集広告掲載等)を行っていますか?
l 行っている
2 行っておらず、行う予定もない
3 行っていないが、現在検討中
2.過去3年間、実捺に合計何名程度の散米留学経験者を採用していますか?
新卒名程度 中途名桂度
上記問2の回答がゼロである場合、下記Hまでお進み下さい。問2の回答が計 l以上である場合、
以下 3~7 の質問にお答え下さい。
3.採用結果などから判断し、留学先として特に評価している聞はありますか? 回答者個人のお
考えで結構ですので、お答え下さい (3つまで複数回答可)。
1 アメリカ 2 イギ、リス 3 オーストラリア
4 カナダ 5 ニュージーランド 6 フランス
7 スペイン 8 イタリア 9 ドイツ
10 その他(具体的な国名:
4.留学先の大学が有名か無名かは気にしますか? 当てはまるものにひとつだけOをつけて下さ
い。回答者個人のお考えで結構です。
l 気にする。
2 気にしないが、実際に採用されるのは有名大卒が多い。
3 気にしないし、実際、採用結果から見て大学名は関係ない。
5. どのような分野の留学生/卒業生を採用していますか? (3つまで複数自答可)
1 ビジネススクール
2 ロースクール
3 語学・通訳
4 その他の人文・社会学系
5 IT/理工学系
6 バイオ・化学・築学系
7 その他の自然科学系
8 特に気にしない
6.欧米留学経験者のどのようなところをプラスに評価しますか? 回答者個人のお考えで結構で
すので、お答え下さい(3つまで複数回答可)。
l 語学力
2 官学した国・地域に関する知識
3 交渉力
4 上記以外の一般的なコミュニケ…ション能力
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5 専門知識
6 発想、の柔軟さ
7 異文化への適応力
8 向上心、チャレンジ精神
9 協調性
10 輯査・研究能力
11 先進性
12 人目反
13 わからない、特にない等
14 その他(具体的に
企業が評価する日本人のアジア留学:欧米留学との比較から
7.欧米への、いわゆる(短期)語学留学はどのようにお考えですか? 問答者偲人のお考えで結
構ですので、お答え下さい。
l 大いに評価する
2 少しは評価する
3 余り評価しない
4 全く評価しない
日.アジア留学経験者ーの採用について
中国・韓国・インド・東南アジアなど、いわゆるアジア地域への留学経験者(臼本人)採用につ
いてよ記と同様の質問をさせていただきます。御社では、
1.中途・新卒に関わらず、アジア留学経験者を対象とした人材募集(例:海外でのリクルート活
動、就職情報誌への募集広告掲載等)を行っていますか?
l 行っている
2 行っておらず、行う予定もない
3 行っていないが、現在検討中
2.過去3年間、実際に合計何名程度のアジア留学経験者を採用していますか?
新卒名程度 中途名程度
上記問2の回答がゼロである場合、下記Eまでお進み下さい。問2の回答が計l以上である場合、
以下 3~7 の質問にお答え下さい。
3.採用結果などから判断し、留学先として特に評価している閣はありますか? 回答者個人のお
考えで結構ですので、お答え下さい(3つまで複数四答可)。
l 中国 2 台湾 3 香港 4 韓国
5 インド 6 タイ 7 ベトナム 8 マレーシア
9 シンガボール 10 その他(具体的な国名:
4.留学先の大学が有名か無名かは気にしますか? 当てはまるものにひとつだけOをつけて下さ
い。自答者個人のお考えで結構です。
l 気にする。
2 気にしないが、実際に採用されるのは有名大卒が多い。
3 気にしないし、実際、採用結果から見て大学名は関係なし'0
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5. どのような分野の留学生/卒業生を採用していますか? (3つまで複数回答可)
I ビジネススクール
2 ロースクール
3 語学・通訳
4 その他の人文・社会学系
ら 理工学系
6 バイオ・化学・薬学系
7 その他の自然科学系
8 特に気にしない
6. アジア留学経験者のどのようなところをプラスに評価しますか? 回答者側人のお考えで結構
ですので、お答え下さい(3つまで複数回答ilJ)。
l 語学力
2 留学した国・地域に関する知識
3 交渉力
4 上記以外の一般的なコミュニケーション能力
5 専門知識
6 発想、の柔軟さ
7 1]冬文化への適正、力
8 向上心、チャレンジ精神
9 th調性
10 調査・研究能力
11 先進性
12 人脈
13 わからない、特にない等
14 その他(具体的に
7. アジアへの、いわゆる(短期)語学留学はどのようにお考えですか? 回答者個人のお考えで
結構ですので、お答え下さい。
1 大いに評価する
2 少しは評価する
3 余り評価しない
4 全く評価しない
国.両地域留学経験者の比較について
欧米留学の経験がある人材と、アジア留学:の経験者とを比較した場合、どのような開題があるか
について伺います。御社では、
1.留学経験者採用の際、 MBAなど学位取得の有無は気にされますか? 問答者個人のお考えで
結構ですので、欧米留学、アジア留学それぞれについてお答え下さい。
(1)欧米留学の場合
1 気にする
2 気にしない
3 どちらとも言えない
( 2 )アジア習学の場合
1 気にする
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2 気にしない
3 どちらとも言えない
2.欧米留学経験者に対する採用の必霊位を3とした場合、アジア留学経験者のそれはどのレベル
の4盛j誌があるとお考えでしょうか? 自答者個人のお考えで結構ですので、数字をOで囲ん
で下さい。
5 
←より必要
4 3 
同じ
2 1 0 
不要→ わからない・比較不能
3.欧米留学経験者の業務遂行能力に対する註鑑を 3とした場合、アジア留学経験者のそれはどの
レベルの註姐でしょうか? 国答者個人のお考えで結構ですので、数字をOで潤んで下さい。
5 4 3 2 1 0 
4ーより優秀 向じ 劣等→ わからない・比較不能
4.アジア(日本除く)留学やアジアの大学に対する課題や注文、現時点での評価や将来の見通し
などについて、ご意見を自由にお議き下さい。回答者の偲人的なご意見でも結構です。
( ) 
ありがとうごさ、、ました。
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